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麻しんについて 

平成27年3月27日、ＷＨＯにより、日本は排除状態*にあると認定された。 
*適切なサーベイランス制度の下、土着株による麻しんの感染が3年間確認されないこと、又は遺伝子型の解析によりそのことが示唆されること。 
 

【麻しんの発生報告数の年次推移】（※）国立感染症研究所の発生動向調査による10月10日までの累積数（10月16日公表値）   
 

 
 

①症状 ： 38度前後の発熱（二峰性）、上気道症状・結膜炎症状などのカタル症状、発疹。 
②合併症 ： 肺炎、中耳炎、脳炎（1,000例に１例） 
③潜伏期間 ： 多くは10～14日間程度 
④感染経路 ： 空気感染。感染力が非常に強い。 
⑤治療・予防 ：  対症療法のみ。ワクチンが有効。（２回の定期予防接種の対象） 
⑥届出 ： 診断後、速やかに届出が行われる。感染症法上の五類感染症。 

年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年（※） 

報告数 11,005 741 447 439 283 229 462 35 159 189 223 

麻しんの概要 

麻しんの排除状態について 

常時実施している対策 

○定期の予防接種の積極的な勧奨 
平成２８年度 ２才以上の抗体保有率(1:16以上):  
９５%以上 

○普及啓発 
 麻しんに関する正しい知識の情報提供。 
 麻しんの感染力を鑑みた院内感染対策の周知。 

○サーベイランスと患者発生時の対応 
 ・平成２０年以降、全数把握疾患 
 ・全例疫学調査、遺伝子型の検査を実施。 
 ・接触者に対しては、健康観察を実施。 
 ・接触後72時間以内で、予防接種歴のない者等に
対しては、ワクチン接種を検討。 
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*適切なサーベイランス制度の下、土着株による麻しんの感染が3年間確認されないこと、又は遺伝子型の解析によりそのことが示唆されること。 
 

【麻しんの発生報告数の年次推移】（※）国立感染症研究所の発生動向調査による10月10日までの累積数（10月16日公表値）   
 

 
 

麻しんの発生状況 
2018年10月10日時点 



• 初発例が海外からの帰国者ではな
く、旅行客である。 

• 初発例が人に感染させやすい期間
に、人の多い観光地や大型商業施
設等を利用している。 

• 沖縄県は全都道府県のうち定期予
防接種率が最も低いため、感染拡
大の危険性が高い（平成28年度、
第1期95.2％、第2期89.8％。全国
平均は第1期97.2％、第2期
93.1％。）。 

（那覇市国際通り） 

 初発例：台湾から沖縄への観光客（30歳代男性） 

 ・3月14日発熱、17日入国、19日発疹出現し受診、20日麻しんと診断、届出。19日までに那覇市、糸満市等の観光地を巡ってい
た。 

   ・3月23日、沖縄県が麻しん患者の発生についてのプレスリリース（第1報）を公表。 

 3月29日以降、接触者との接触や初発例の利用した施設を利用した者から麻しん発症例が報告されている（5月28日公表時点
で初発例を含み99例）。 

 4月7日、那覇市の要請を受け国立感染症研究所がFETPを派遣。 

 4月11日、厚生労働省から各自治体、日本医師会へ、広域発生の可能性がある旨の注意喚起をする事務連絡を発出。 

 4月12日、沖縄を推定感染地とする麻しん患者が、愛知県で報告された（さらにこの患者からの感染例が、4月21日から報告さ
れている。）。また、5月3日に、川崎市から沖縄を推定感染地とする麻しん患者が報告された（この患者からの感染例も、5月9
日に報告された）。 

 4月26日、ゴールデンウィークもあり、人の移動が活発化する時期であることを踏まえ、改めて注意喚起の通知を発出すると共
に、海外渡航者への注意喚起のためリーフレットを作成し、自治体や関係省庁等に周知を依頼。 

 集団発生の事例は散発的に発生しているものの、5月28日時点で沖縄県だけでも99例と、平成28年の関西国際空港の事例
（33例）や平成29年の山形県の事例（60例）と比べても大規模な集団発生となっている。 

 

事例の概要 

本事例の特徴 

沖縄県における麻しん集団発生事例 平成30年5月30日時点 
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患者の年齢分布とワクチン接種歴 

＊麻しん患者との接触５日後の接種 
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年齢/年齢群別の麻しん抗体保有状況（2016年） 
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風しん 



年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

風しん 87 378 2386 14344 319 163 125 93 1103 

CRS 0 1 1 1 1 10 2 0 0 0 2 0 1 4 32 9 0 0 0 0 

国立感染症研究所の発生動向調査。2016年は2017年1月6日時点の集計値（暫定値）、2017年は週報速報値（暫定値）、2018年は10月10日までの累積数（10月16日公表値） 
 

【風しん・CRSの発生報告数の年次推移】CRSは1999年4月～開始（2006年の報告から感染地域が報告対象となった） 

風しんの発生状況 
2018年10月10日時点 



 
これまでは、積極的疫学調査とウイルス遺伝子検査の実施率が低く、日本における 

「土着性の風しんウイルスの感染伝播」の実態は把握できていなかった。 
 
   
 
 
 
  

風しんの届出及び発生時の対応に関する省令・予防指針の改正（平成30年1月1日公布） 

改正のポイント 

○ 風しんと診断した場合は直ちに届出   

○ 1例でも発生した場合は積極的疫学調査   

○ 全例に遺伝子配列の解析を含むウイルス遺伝子検査 

 

先天性風しん症候群に対する認識を強化するために、届出様式の中の 
「当該者の医療のために必要と認める事項」として「妊娠の有無」を追加した。 
   
 
 
 
  

風しんの届出様式の改訂 

10 

風しんの排除に向けた省令と予防指針の改正 



平成26～29年度に年間約10万名に風しん抗体検査を実施。 

 予防接種が必要である者を抽出するための抗体検査や情報提供を行うことにより、     
 効果的な予防接種を実施し、風しんの感染予防やまん防止を図る。 

 平成25年の風しんの流行により、14,000人以上の風しん患者と45人の先天性風しん症候 
 群（※）患者が報告された。 

※ 風しんウイルスの胎内感染によって先天異常を起こす感染症 

 

風しん予防の普及啓発活動を実施し、風しん抗体検査を受検していただく。 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．内 容 

２．目 的 

１．背 景 
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予防接種（任意接種）
の実施 

風しん患者
全体の減少 

主として妊娠を希望する女性に対する 
風しん抗体検査費用の助成 

風しんの抗体検査事業について 



2016年度感染症流行予測調査 

年齢/年齢群別の風しん抗体保有状況（2016年） 



平成30年２（ふう）月４（しん）日（風しんの日）に、成田空港で海外に渡航する人、30歳代後半から50歳代
までの風しんに対する免疫の不十分な人、妊婦と接する機会が多い人などに対して風しんの予防に関す
る啓発を行った。 
（共催） 厚生労働省、“風疹ゼロ”プロジェクト（※） 
（主な内容） 
・風しん予防相談窓口、風しん抗体検査 
・風しん専門家、大学生によるトークショー 
・リーフレット、ノベルティの配布 等 

初の「風しん啓発イベント」を成田空港で開催 

※“風疹ゼロ”プロジェクト：日本産婦人科医会、日本産科婦人科学会、日本周産期新生児学会、日
本小児科学会、日本小児科医会、国立感染症研究所からなる、2020年までの風しん排除を目的に
啓発活動を行っている団体。毎年２月４日を“風しんの日”と定め、２月を啓発強化月間としている。 

風しんの啓発活動 



麻しん・風しん指針改正の方向性（案） 

①定期予防接種実施率向上に向けた対策の強化 

②児童福祉施設、医療機関等における対策の強化 

③輸入症例への対策の強化 

④風しん抗体検査から予防接種への結び付け 
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2018年５月11日 
麻しん・風しんに関する小委員会資料 



○ 麻しん及び風しんの定期の予防接種は、第１期として１歳児に、第２期として就学前１年間に実施さ
れている。 

○ 麻しん及び風しんに関する特定感染症予防指針において、定期予防接種の第１期・第２期につい
て、「それぞれの接種率が95％以上となることを目標とする」としている。 

○ 2016年度の国全体の接種率は、麻しんと風しんの予防接種ともに、第１期が97.2％、第２期が
93.1％であった。 

○ 第１期接種の国全体の接種率は97.2％と高いが、各市町村の接種率をみると95％を達していない
市町村が40％存在している。第２期については、 95％に達していない市町村が55％存在している。
（都道府県でみると、第１期で４県、第２期で37都道府県が未達成である。） 

現状 

改正の方針 

課題 
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○ 国全体の第２期の接種率向上のための取り組みが必要である。 
○ 各市町村の接種率を評価し、各市町村における定期の予防接種の第1期・第2期のそれぞれの接
種率が95％以上となるように取り組みが必要である。 

 
○ 麻しん風しん両指針において、以下の趣旨の記載を追加してはどうか。 
・国と都道府県は、各市町村に対して、第1期・第2期それぞれの接種率が95％以上となるように働き
かける。 
・都道府県に設置されている麻しん風しん対策会議は、各市町村の接種率を評価し、第1期・第2期そ
れぞれの接種率が95％以上となるように提言を行う。 

○ 国全体の第2期の接種率も目標の95％を達成するために対策の強化が必要である。 
○ 国全体の接種率だけではなく、全ての市町村ごとの接種率においても、第1期と第2期の両方とも

95％以上を達成するための対策の強化が必要である。 

①定期予防接種実施率向上に向けた対策の強化 



○ 麻しん及び風しんは、現在定期の予防接種の対象であり、第１期は、生後12月～24月に至るまで

の間にある者、第２期については、小学校就学の始期に達する日の１年前の日から当該始期に達す
る日の前日までの間にある５歳以上７歳未満の者である。 

○ ０歳児については、免疫が付きにくいなどの理由から、定期接種の対象となっていない。 

○ 麻しん・風しん指針とも、幼児、児童、体力の弱い者等の風しんに罹患すると重症化しやすい者や
妊婦と接する機会が多い医療関係者、児童福祉施設、学校等の職員に対し予防接種を推奨するとし
ている。 

現状 

改正の方針 

課題 
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○ 定期接種による発生の予防ができない０歳児は肺炎や脳炎などの重症化の危険性が特に高いた
め、周囲の者への予防接種を徹底する必要がある。 

○ 麻しん・風しんとも、免疫不全者、妊婦などの予防接種の不可能な者や０歳児に接する機会の多い
者に対する予防接種の重要性が強調されていない。 

○ 今般の沖縄に端を発する今般の事案では、医療施設内での感染例もみられた。 

○ 麻しん・風しんとも、免疫不全者や妊婦などの予防接種の不可能な者や０歳児に接する機会の多
い児童福祉施設や医療機関等で働く者に対する予防接種の推奨を強化する。 

 
○ 麻しん、風しん指針両方において、 ０歳児や予防接種の不可能な者に接する機会の多い者に対し、
特に強く予防接種を推奨する趣旨の記載を追加してはどうか。 

 ※今般の事案を踏まえ、取り急ぎ現行指針の内容について、関係機関に改めて周知してはどうか。 

②児童福祉施設、医療機関等における対策の強化 



○ 麻しん指針については、予防接種法に基づかない予防接種の推奨の対象者に、「海外
に渡航する者」が入っていないだけでなく、輸入症例への対策について触れられていない。 

○ 風しんの指針には、「予防接種法に基づかない予防接種」の推奨の対象者に、「海外に
渡航する者」が入っているが、輸入症例対策について触れられていない。 

現状 

改正の方針 

課題 

○ 麻しんについては、平成２７年に国内で排除が認定されているが、排除状態を維持する
ためには、輸入症例についての対策を強化する必要がある。 

 

○ また、風しんについては、2020年度までに排除達成するために、渡航者に対する対策と
ともに、輸入症例対策をより一層強化する必要がある。 

○ 麻しんの排除状態を維持し、風しんの排除を達成するためには、国外に渡航する者は
もちろんのこと、海外からの輸入症例に対して、より積極的な取組が求められる。 

 

○ 麻しん、風しん指針両方において、海外からの渡航者と接する機会の多い職業（空港
の従業員等）に対する予防接種を推奨するとともに、海外に渡航する者等のうち、罹患歴
又は予防接種歴が明らかでない者に対し、予防接種を推奨する趣旨の記載を追加しては
どうか。 

③輸入症例への対策の強化 



○ 現行の風しん指針においては、発生の予防に最も有効な対策は、予防接種により風しんへ
の免疫を獲得することとされており、必要と認められる場合には積極的に抗体検査を実施する
ことが推奨されている。しかし、抗体検査の結果、ワクチン接種が必要と判定された者を予防
接種に確実に結びつけることまでは強調されていない。 

○ 風しんの抗体検査事業において、自治体が行う風しん抗体検査費用について助成を行って
いる。 

現状 

改正の方針 

課題 
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○ 一回しかワクチンを接種していない世代であっても、約８割の抗体保有率がある以上、必要
があると認められる者に対し、積極的に検査を実施することが、予防接種の効率的かつ効果的
な実施につながる。 

○ 検査を行った場合、ワクチン接種が必要と判定された者を確実に予防接種につなげることが
重要である。 

 

○ 風しん指針において、抗体検査の結果、陰性又は判定保留の結果が出た場合に、確実に予
防接種に結び付けることが重要である趣旨の記載を追加してはどうか。 

○ 約９割の自治体で風しんの抗体検査が行われているものの、自治体アンケートによると、助
成事業で行った抗体検査の結果を把握している自治体は約７５％であり、その中では風しんの
抗体検査でワクチン接種が必要と判定された者のうち、予防接種を受けているのは約３分の１
にとどまっている。 

○ 幼少期に風しんに自然感染しておらず、かつ、風しんの定期の予防接種を受ける機会がな
かった、昭和37年度から昭和53年度に出生した男性の抗体保有率は約８割にとどまる。 

④風しん抗体検査から予防接種への結び付け 



先天性風しん症候群（CRS）を防ぐための対策 

現在の風しんの発生動向を見ると、関東圏を中心に報告数の増加が 

続いている。こうした発生動向等を踏まえ、まずは以下の取組を進める。    

①風しんの症状や感染力、妊婦への影響（CRSの発生）等について  
正しく理解いただくよう周知 

②妊娠を希望する女性、妊婦及びその同居家族に対し、抗体検査を 
受けていただくよう周知。 

③抗体検査の結果、抗体価が低かった場合に予防接種を受けられる 
よう環境整備を行う（※）。 

  （※） 妊婦への予防接種は禁忌であるため、留意が必要。 
 

風しん排除のための対策 

上記に続く対策として、予防接種の実施体制の強化等について検討  

する。 
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今後の風しん対策 



 厚生労働省では、９月27日開催の厚生科学審議

会感染症部会の意見を踏まえ、当面は、発生届出
数の多い東京、千葉、神奈川、埼玉、愛知の５都県
の妊婦と同居家族及び妊娠を希望する女性を対象
として、重点的に対策を進めることとしたところ。 

先天性風しん症候群（CRS）を防ぐための対策 

 10月２日に５都県及び日本医師会等に通知を発出し、対

象者に対して風しんの抗体検査を受けていただくよう周知し
た。その結果、風しんに対する抗体価が低いことが分かっ
た方が適切に予防接種を受けられるよう環境の整備に努
めることとしている。 


